
0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 741 385 438

人件費（理論値）②　（千円） 5,216 2,458 3,351

トータルコスト①＋②　（千円） 5,957 2,843 3,789

単位当たりコスト　（円） 744,625 568,600 757,800

目標達成率　（％） － － －

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和2年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
東久留米市男女平等推進市民会議は学識経験者や公募市民等を含む委員により構成 市民会議は、市の男女共同参画施策全般について、市民
されている。諮問事項について専門的、また市民の視点から検討された答申は男女 も参画し、課題や解決策等について検討する場である。
平等推進プランの実効性向上につながっており、会議は十分に機能している。 毎年行っている男女平等推進プランの進捗状況評価は書
また、審議方法や会議運営は、諮問事項に応じて検討、改善しながら進めている。 面による資料を中心に行っているが、新たな評価方法に
このことにより、改善、改正の余地はない。 より評価した今回の評価では、一部担当課との意見交換

を取り入れた。プラン推進に向けて実効性の高い進捗管
理を行うため、実態を十分に踏まえて評価いただくこと
が必要であり、引き続き、市民会議への進捗状況報告の
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画推進事業
継続

政　策　名 01 計画を推進していくために

施　策　名 02 互いに尊重しあえる意識の醸成

基本事業名 02 男女共同参画の推進

所管課係名 生活文化課　男女共同参画係 所管課長名 島﨑　律照

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （国）男女共同参画社会基本法

（市）東久留米市男女平等推進市民会議条例

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 ■ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

東久留米市男女平等推進プランの推進及び男女共同参画社会の実現に向け解決が必要な課題に関する事項
対象

事業内容 市の男女共同参画推進に向けて、市長が諮問した事項について検討・答申を行う「東久留米市男女平等推進市民

・ 会議」を設置し、事務局として会議運営にかかる事務を行う。また、庁内において男女平等推進プランへの理解

活動手段 促進を図るとともに、事業所管課とプラン推進に向けて必要な調整を行う。

目的 東久留米市男女平等推進プランが目指す男女共同参画社会の実現に向けて解決が必要な課題を明らかにし、解決

・ のための取組を進める。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 会議開催数 単位 回

平成28年度 平成29年度 平成30年度
実績値

8 5 5

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 単位

指標の種類 現年度目標値

平成28年度 平成29年度 平成30年度

目標値

実績値

事業費・人件費等

平成28年度 平成29年度 平成30年度

事業費（実績額）①　（千円） 741 385 438

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0



績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 82 191 166
一般財源

一般財源 299 46 86

人件費（理論値）②　（千円） 2,582 4,097 5,111

トータルコスト①＋②　（千円） 3,292 4,525 5,529

単位当たりコスト　（円） 84,410 105,233 204,778

目標達成率　（％） 67 97 105

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和2年度の方向性 拡大

説明 総合評価（課題・方向性）
男女共同参画はあらゆる分野・人が対象となる。限られた予算、人員により、効果 前年度までに事業に取り組む中で把握した課題を解決す
的・効率的に理解を広げるためには、常に社会情勢や地域ニーズを十分に捉えた事 べく、工夫して事業に取り組んだ。
業展開が必要となる。関連部署や関連機関との連携も欠かせない。 前回課題としてあげたアウトリーチによる講座開催につ
そこで、男女平等推進センターでは公募市民委員等から成る男女平等推進センター いては、西部地域センターでの主催講座や、公募型の出
運営協議会を設置している。また、他部署
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施　策　名 02 互いに尊重しあえる意識の醸成

基本事業名 02 男女共同参画の推進

所管課係名 生活文化課　男女共同参画係 所管課長名 島﨑　律照

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （国）男女共同参画社会基本法

（市）東久留米市第３次男女平等推進プラン

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市民
対象

事業内容 市の男女共同参画の推進拠点である男女平等推進センター事業として講座・交流会等を開催し、情報、学習の機

・ 会、団体及び個人の相互交流の機会を提供する。

活動手段

目的 男女共同参画推進の重要な担い手である市民や事業所等が男女共同参画について知り、理解を深める機会を提供

・ するとともに、男女共同参画の視点から地域の課題解決にかかる活動や連携を支援することで、市の男女共同参

意図 画推進を図る。

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 主催講座等講座開催回数 単位 回

平成28年度 平成29年度 平成30年度
実績値

39 43 27

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 主催講座参加者アンケート「男女共同参画について知ることができた」と回答した者の率 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 75

平成28年度 平成29年度 平成30年度

目標値 100 70 75

実績値 67 68 79

事業費・人件費等

平成28年度 平成29年度 平成30年度

事業費（実績額）①　（千円） 710 428 418

国 0 191 166

上記「事業費 特定財源 都 329 0 0

（実



386 407 404

国 0 187 186

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 187 186
一般財源

一般財源 386 33 32

人件費（理論値）②　（千円） 2,210 2,048 2,513

トータルコスト①＋②　（千円） 2,596 2,455 2,917

単位当たりコスト　（円） 325 307 365

目標達成率　（％） － 109 102

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和2年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
男女共同参画を自分事として捉え理解を深めていくためには、身近なテーマから男 ６１号、６２号の２回発行したが、いずれも、多くの人
女共同参画について考えることが近道となる。 にとって身近で、かつ社会情勢を捉えた企画内容となっ
市の男女共同参画情報誌「ときめき」は公募市民により企画、編集を行っており、 た。発行後には市内各所で配布するほか、折に触れ、男
地域の生活者の視点や地域情報を盛り込んだ、身近で分かりやすい記事作りにつな 女共同参画について関心を持ってもらうための

　

ツールと
がっている。

平

して活用した。表紙も

成

手に取ってもらえるよ

3

う案を練り
また、発行

1

部数は４，０００部と

年

限られているが、市ホ

度

ームページに掲載し、

事

男女 上げた結果、９月

務

末に発行した６１号は

事

４，０００部全
共同参

業

画に関する市の唯一の

評

情報発信ツールとして

価

広く活用されるよう努

表

めている てを配布した

(

。（３月末発行の６２

平

号は報告時点で配布
。

成

中）

効率性 ２ 達成度 ３

3

６２号の特集について

0

は、男女平等推進セン

年

ター主催講
座と関連付

度

けて企画し、テーマに

振

対するニーズなども捉

り

説明
えながら作成する

返

ことができた。
例年通

り

り、編集会議を年に１

)

２回開催し、東久留米

新

市の男女共同参画情報

規

誌「とき 平成３１年度

/

は翌年度にひかえてい

継

る市男女共同参画都
め

続

き」を年２回、各号４

事

，０００部発行した。

務

市宣言２０周年に向け

事

ての機運醸成を図る一

業

助となるよ
６１号特集

名

：つながるくらし―地

0

域コミュニティって面

2

白い！― う、より親し

0

み易く、男女共同参画

2

に関心をもってもら
６

0

２号特集：かけがえの

3

ない命・人生～ワタシ

男

もアナタも大切に～ え

女

るような誌面作りを編

共

集会議を通じて行って

同

いく。
情報誌は市ホー

参

ムページに掲載すると

画

ともに、市ツイッター

情

・フェイスブックで発

報

行情報案内を行った。

誌

編集委員の交代等が複

発

数あり、編集や校正に

行

おいて事務局が担う作

事

業が通常よりも
多くな

業

ったため、人件費が増

継

加し、効率性を下げる

続

結果となった。

政　策　名 01 計画を推進していくために

施　策　名 02 互いに尊重しあえる意識の醸成

基本事業名 02 男女共同参画の推進

所管課係名 生活文化課　男女共同参画係 所管課長名 島﨑　律照

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （国）男女共同参画社会基本法

（市）東久留米市第３次男女平等推進プラン

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市民
対象

事業内容 東久留米市の男女共同参画情報誌「ときめき」を年２回、各号４，０００部発行する。

・ 月１回（年１２回）、市民公募の編集委員による編集会議を開催し、企画検討など情報誌制作を行う。

活動手段 情報誌は印刷製本したもののほか、市ホームページにおいてバックナンバーを含めて掲載している。

目的 市民委員が企画編集を行うことで、地域の生活者の視点から男女共同参画について情報発信をする。これにより

・ 、市民が男女共同参画を身近なことと感じ、理解を深める。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 情報誌年間発行部数 単位 部

平成28年度 平成29年度 平成30年度
実績値

8,000 8,000 8,000

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 性別だけで役割等を決める考え方に反対またはどちらかといえば反対と考える市民の割合 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 62

平成28年度 平成29年度 平成30年度

目標値 未設定 55 60

実績値 53 60 61

事業費・人件費等

平成28年度 平成29年度 平成30年度

事業費（実績額）①　（千円）



成28年度 平成29年度 平成30年度

事業費（実績額）①　（千円） 1,274 1,274 1,274

国 0 310 457

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 310 457
一般財源

一般財源 1,274 654 360

人件費（理論値）②　（千円） 516 491 586

トータルコスト①＋②　（千円） 1,790 1,765 1,860

単位当たりコスト　（円） 9,471 9,339 9,841

目標達成率　（％） 90 95 85

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和2年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
男女平等推進センターで行う相談事業は、広報紙及び市の男女共同参画情報誌「と 広報紙や「ときめき」、講座開催時、子育て応援メール
きめき」に掲載するほか、男女平等推進センター事業開催時などに周知している。 事業（健康課）やＳＮＳなど、様々な機会を活用し事業
また、関連課への情報提供も行っている。 の周知を図った。
悩みごと相談では、定期的にカウンセラーとの調整会議を行い、事業の進め方につ

　

しかし、悩みを抱える

平

女性は孤立した状況に
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置かれてい
いて確認す
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るとともに、相談から

1

見える課題やニーズの
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ることも多い。また、

事
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Ｖ、ＡＶ出
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演強要、リベンジポル
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のような孤
立した状況
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下にある方や若年層に

平

、上記方法で情報を届

成

効率性 ３ 達成度 ２ ける

3

ことは難しく、課題で
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ある。
このことを踏ま

年

え、悩みを抱える当事

度

者のみならず、協
説明

振

力者となりうる周囲の

り

方に向けた情報提供を

返

強化した。
女性の悩み

り

ごと相談、女性弁護士

)

による法律相談ともに

新

、例年通り実施した。

規

引き続き、必要な方が

/

相談の機会を得られる

継

よう、周囲
実際の予約

続

状況、利用状況につい

事

ても概ね例年通りであ

務

った。 を含めた周知を

事

徹底していく。
特に悩

業

みごと相談においては

名

、相談者が心身の不調

0

を抱えていることも多

2

く、少な また、男女平

0

等推進センターが移転

2

し、他課、他事業と
か

0

らず当日キャンセルが

4

発生することがある。

男

の連携を取りやすくな

女

る一方で、男女平等推

平

進センター
平成３０年

等

度においては、キャン

推

セル分を見込まず目標

進

設定をしたため、達成

セ

度が が行う相談事業に

ン

対するニーズが高くな

タ

っている。新規
下がっ

ー

ている。次年度目標設

相

定においては実績を踏

談

まえ目標を設定するこ

事

ととする 利用の受け入

業

れが困難になっている

継

ことも課題である。
。

続

政　策　名 01 計画を推進していくために

施　策　名 02 互いに尊重しあえる意識の醸成

基本事業名 02 男女共同参画の推進

所管課係名 生活文化課　男女共同参画係 所管課長名 島﨑　律照

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （市）東久留米市男女平等推進センター条例

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） ■ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市民
対象

事業内容 男女平等推進センターで「女性の悩みごと相談」及び「女性弁護士による法律相談」を実施する。

・ 両相談とも専門家による相談で、悩みごと相談はフェミニストカウンセラーが、法律相談は女性の弁護士が担当

活動手段 する。悩みごと相談は週１回（３人）、法律相談は月１回（３人）開催する。

目的 女性が抱える問題の背景にはジェンダーがあることが多く、背景を十分に踏まえた専門的な相談により、女性の

・ 自立を支援する。また、男性には相談しにくい内容や、男性と話すのが苦手な方でも、安心して受けることがで

意図 きる法律相談の機会を提供する。あわせて、これら相談事業を通じてニーズを把握し、他事業に反映させる。

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 相談事業年間実施枠数 単位 人

平成28年度 平成29年度 平成30年度
実績値

189 189 189

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 相談事業年間利用のべ人数 単位 人

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 175

平成28年度 平成29年度 平成30年度

目標値 170 170 189

実績値 153 162 160

事業費・人件費等

平



財源
一般財源 200 200 200

人件費（理論値）②　（千円） 2,706 2,130 2,262

トータルコスト①＋②　（千円） 2,906 2,330 2,462

単位当たりコスト　（円） 2,906,000 2,330,000 2,462,000

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和2年度の方向性 その他

説明 総合評価（課題・方向性）
配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律が求める民間団体への支 配偶者暴力被害者を保護し、自立を支援する取組は重要
援の一つとして補助金を交付する。 な課題である。その一環として民間一時保護施設に対す
また、生活文化課では、配偶者暴力に関する相談の一次窓口として相談を受け、関 る補助を平成３１年度も継続する。
連部署へと連携し、または相談機関に関する情報提供を行い、個々のケースに適し また、この課題は関連部署や関連機関との連携が不可欠
た支援に結び付くよう進めている。 であり、効率的、効果的な支援を行うために必要な連携

を強化していく。
一方で、これまで
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団体が平成３１
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3

予定であることが分か
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、本事業内容を見直し

事

ていく必要
がある。

説

務

明
市の配偶者暴力対策

事

基本計画を包含する第

業

３次男女平等
補助金交

評

付件数等の増減はなか
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った。例年通り、補助

表

金交付及び相談受付等

(

事業を 推進プランの進
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捗状況を踏まえながら

成

、特に強化してい
実施

3

した。 く必要がある事

0

業を中心に進める方向

年

で見直していく。

度振り返り)
新規/継続

事務事業名 020205 配偶者暴力被害に対する支援事業
継続

政　策　名 01 計画を推進していくために

施　策　名 02 互いに尊重しあえる意識の醸成

基本事業名 02 男女共同参画の推進

所管課係名 生活文化課　男女共同参画係 所管課長名 島﨑　律照

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （国）配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律

（市）東久留米市緊急一時保護施設運営費補助金交付要綱

補助事業 ■ 該当 ■ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 ■ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 □ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

配偶者暴力の被害者
対象

事業内容 配偶者暴力被害者支援事業として民間シェルターを対象に緊急一時保護施設運営費補助金を交付する。

・ また、配偶者暴力に関する一次窓口として相談を受け、配偶者暴力被害者を適切な相談先、支援先につなぐ。

活動手段

目的 男女共同参画社会の実現を妨げる配偶者暴力から被害者を保護し自立を支援する。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 補助金を交付したシェルター数 単位 件

平成28年度 平成29年度 平成30年度
実績値

1 1 1

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 支援施設での保護を必要とする者のうち保護した者の割合 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成28年度 平成29年度 平成30年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成28年度 平成29年度 平成30年度

事業費（実績額）①　（千円） 200 200 200

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般



費（実績額）①　（千円） 14,600 5,323 5,417

国 0 2,311 2,642

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 2,311 2,642
一般財源

一般財源 14,600 701 133

人件費（理論値）②　（千円） 2,881 2,868 2,932

トータルコスト①＋②　（千円） 17,481 8,191 8,349

単位当たりコスト　（円） 48,694 33,570 34,217

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和2年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
男女平等推進センターの運営については、定期的に男女平等推進センタ―運営協議 男女平等推進センターは市役所２階の生活文化課執務室
会における検討や、事業開催時に行う参加者アンケートなどにより、利用者の立場 に隣接し、場所が目立たず、入りづらいという課題があ
からの意見収集に努めている。これらの意見を踏まえて課題等改善に努めながら運 る。
営を行っている。 これに対し、エントランスエ
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をはじめ、訪れやすい

3

空間づくりを工
夫した

1

。また、男女共同参画

年

週間やＤＶ防止週間に

度

市役
所１階にて展示を

事

行うのにあわせ、２階

務

センターで図書
展示を

事

開催し、センター周知

業

を図った。

効率性 ３ 達

評

成度 ３ 開館日時（平日

価

日中）にセンターに来

表

ることが難しい方
への

(

対応も課題であり、土

平

日や夜間に、センター

成

事業等
説明

について知

3

ることができる事業を

0

数回開催した。しかし

年

男女平等推進センター

度

が移転し２年目となっ

振

た平成３０年度は、依

り

然課題は残るも 、参加

返

者が少ないため、他の

り

方法を検討していく必

)

要が
のの、センター運

新

営も概ね落ち着き、順

規

調に運営することがで

/

きた。 あることが検証

継

された。先ずは、日ご

続

ろセンターを利用
しづ

事

らい方も、必要の際に

務

は利用することができ

事

るよう
、センターの存

業

在と事業内容を知らせ

名

ることが重要と考
えら

0

れるため、次年度は広

2
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ーに関する情報
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発信を行っていく。

06 男女平等推進センター運営事業
継続

政　策　名 01 計画を推進していくために

施　策　名 02 互いに尊重しあえる意識の醸成

基本事業名 02 男女共同参画の推進

所管課係名 生活文化課　男女共同参画係 所管課長名 島﨑　律照

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （国）男女共同参画社会基本法

（市）東久留米市男女平等推進センター条例

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 □ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 ■ 対象 平成26年度 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市民
対象

事業内容 男女平等推進センター（土・日曜日、祝日及び年末年始を除く午前９時～午後５時開館）に必要な環境整備を行

・ い、センターを円滑に運営する。専門員及びコーディネーターを配置するとともに、男女平等推進センター運営

活動手段 協議会を設置する。

目的 男女共同参画の総合的な拠点施設として基本的な機能を備えたうえで、専門的な視点や市民の視点から効果的、

・ 効率的な運営環境を整え、市の男女共同参画推進の拠点施設である男女平等推進センターを市民が有効に利用す

意図 ることができるようする。

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 男女平等推進センター開館日数 単位 日

平成28年度 平成29年度 平成30年度
実績値

359 244 244

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 条例上開館すべき日数に対し、実際に開館した日数の割合 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成28年度 平成29年度 平成30年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成28年度 平成29年度 平成30年度

事業


